
第６回「家計と貯蓄に関する調査」(2024）より

２０２５年３月
一般財団法人 ゆうちょ財団



調査趣旨・概要
調査趣旨等
・「家計と貯蓄に関する調査」では、家計の貯蓄の実態や生活に関する考え
方を調査することにより、家計（世帯）の金融に関する調査・研究に役立て
ることを目的とし、隔年で実施。第1回を2013年に実施し、今回は第6回目と
なる。

調査概要
・対象者：全国の二人以上世帯、5,000サンプル。回答は、世帯主又は世帯  

で家計や貯蓄を管理掌握している方に依頼。
      － 層化2段無作為抽出により、全国250地点にて20歳以上の世帯主

を無作為に20サンプルずつ抽出。（計5,000サンプル）
      － 標本抽出は、住民基本台帳を使用

・調査方法：郵便留置き法と郵送法の併用
・調査期間：2024年11月8日～同年11月24日
・回収状況（回収率）：1,212サンプル（24.2％）



調査結果（速報集計）のポイント

ポイント① 現在の生活満足度（「不満」の割合が上昇、特に「資産・貯蓄」「所得・収入」「食生活」）
ポイント② 心の豊かさと物の豊かさ（物質面での生活の豊かさを重視する傾向が一段と強まる）
ポイント③ 物価動向に関する考え（1年後の物価は「上がる」が前回に続き8割越え）
ポイント④ 世帯の貯蓄状況（貯蓄を増やす傾向が徐々に増加し、初めて2割越え）
ポイント⑤ 投資信託の利用状況（30歳代の世帯保有率が急伸、20～40歳代はオンライン利用が多数）
ポイント⑥ 貯蓄の目的［世帯］（「老後の生活への備え」、「病気や災害への備え」が半数越え）
ポイント⑦ 金融知識・金融教育の状況［貯蓄目標額の設定状況］（「金融教育を受けたことがない」が約6割、

20～40歳代の習得意欲が高い、「目標額を定め計画的に貯金する」のは約1割）
ポイント⑧ 住宅の購入資金（資金の調達先は住宅金融支援機構からが約2割と減少傾向）
ポイント⑨ 世帯主・配偶者の就労状況と就労収入（1年後の世帯収入見込みは半数が「変わらない」と回答）
ポイント⑩ 就労継続希望年齢（「65~69歳まで」が3割越え、70歳以上も増加傾向）
ポイント⑪ 高齢期［65歳以上］の家計の収入等（1か月あたり「20～25万円未満」が24％）
（参考）調査データの貸出について

・2013年から隔年で実施してきた本調査で、物質面での生活の豊かさを重視する傾向が、初めて3割を超えた。
・今後も物価は上昇し、収入は増えず、貯蓄や投資を増やしたり、高齢期も就労すること等で生活している事情
が見えてきた。



ポイント① 現在の生活満足度
・生活満足度において、「不満だ」の割合は初めて10ポイントを超過。
・「所得・収入」、「資産・貯蓄」、「耐久消費材」、「食生活」で不満の割合が
上昇。

全体としての生活満足度（問1）

現在の生活満足度（問2）



ポイント② 心の豊かさと物の豊かさ
・今後の生活において、「物質的面で生活を豊かにすることを重視」する傾向が強
まる。

今後の生活での「豊かさ」の考え方（問4）
(％)

心の豊かさやゆとりの
ある生活を重視

物質的面で生活を
豊かにする事を重視

どちらともいえない 無回答

● 凡例

2024年(n=1,212)

2022年(n=1,634)

2020年(n=1,653)

2018年(n=2,005)

2015年(n=1,691)

2013年(n=1,734)

33.2

36.7

36.2

36.1

36.7

34.2

32.2 

29.9 

26.9 

27.0 

23.2 

23.4 

33.5

33.0

35.8

35.7

39.0

41.2

1.2

0.4

1.1

1.3

1.2

1.2

全体 心の豊かさ
やゆとりの
ある生活を
重視

物質的面
で生活を
豊かにする
事を重視

どちらともい
えない

無回答

全体 1,212 33.2 32.2 33.5 1.2
男性 1,072 33.8 32.1 33.0 1.1
女性 112 30.4 34.8 34.8 0.0
２０歳代 37 27.0 45.9 27.0 0.0
３０歳代 106 28.3 51.9 19.8 0.0
４０歳代 194 30.9 45.9 22.2 1.0
５０歳代 216 30.1 29.6 39.8 0.5
６０歳代 235 44.3 28.5 26.4 0.9
７０歳以上 329 34.0 21.6 43.5 0.9

 無回答 25 24.0 28.0 40.0 8.0

性別

年齢別

全体 心の豊かさ
やゆとりの
ある生活を
重視

物質的面
で生活を
豊かにする
事を重視

どちらともい
えない

無回答

全体 1,634 36.7 29.9 33.0 0.4
男性 1,440 38.0 30.2 31.3 0.5
女性 172 26.7 27.3 45.9 0.0
２０歳代 34 14.7 58.8 26.5 0.0
３０歳代 168 36.3 35.1 28.6 0.0
４０歳代 271 29.5 45.8 24.7 0.0
５０歳代 317 34.7 29.7 35.6 0.0
６０歳代 313 41.9 25.6 32.3 0.3
７０歳以上 485 41.0 20.6 37.1 1.2

 無回答 21 28.6 23.8 47.6 0.0

性別

年齢別

【2024年】

【2022年】



ポイント③ 物価動向に関する考え
・1年後の物価変動について、「上がる」が前回調査に続き8割越え。
・「上がる」とした人が考える物価の上昇幅は、「2％~5％未満」が46.3％、「5％~10％
未満」が31.2％。

1年後の物価の変動幅（問6)



ポイント④ 世帯の貯蓄状況
・「貯蓄を増やしている」割合が、初めて20ポイント超過。取り崩しも3割台を継続。
・ ゆうちょ銀行の「定額・定期」の保有割合が各回ごとに低下。「投資信託」が急増。
世帯の貯蓄状況（問9）

保有する預貯金・金融商品(問10(1))



ポイント⑤－1 投資信託の利用状況（利用意向）
・投資信託の世帯保有率が増加傾向。特に30歳代が急伸。
・今後の利用意向についても、30歳代の関心が特に高い。

【年代別】 (％)

保有経験あり(計) 経験なし 無回答

2024年 ● 凡例

20歳代(n=37)

30歳代(n=106)

40歳代(n=194)

50歳代(n=216)

60歳代(n=235)

70歳以上(n=329)

【年代別】 (％)

保有経験あり(計) 経験なし 無回答

2022年 ● 凡例

20歳代(n=34)

30歳代(n=168)

40歳代(n=271)

50歳代(n=317)

60歳代(n=313)

70歳以上(n=485)

29.4

31.0

31.0

21.8

26.2

29.9

70.6

67.9

68.3

76.3

71.6

65.8

-

1.2

0.7

1.9

2.2

4.3

32.4

47.2

34.0

28.2

32.3

29.2

64.9

51.9

60.8

68.1

58.7

63.2

2.7

0.9

5.2

3.7

8.9

7.6

投資信託の保有状況（問12）
投資信託の今後の利用意向（問9）



ポイント⑤－2 投資信託の利用状況（購入方法）
・投資信託の購入方法について、オンライン利用が増加。特に20代から40代までは
オンライン利用が多数。
・商品選択において、「好みのものを自分で選ぶ」意向が増加傾向。
投信の購入方法（問12-3） 投信の選択方法（問12-4）



ポイント⑥ 貯蓄の目的（世帯）
・世帯での貯蓄目的は、「老後の生活への備え」、「病気や災害への備えが」抜き
んでて多い。
・1年前の貯蓄額との目的別の増減について、「子どもの教育費」が突出。

各貯蓄の総額に対する占有率   問14(2)）貯蓄の目的（問14(1)）



ポイント⑦－1 金融知識・金融教育の状況
・「金融教育を受けたことがない」が59.2％。前回調査より7.4％の低下。
・「金融知識を身に付けたい」と思う層が半数を超え、年代別では20代～40代が8
割程度と意欲がある。

中学校や高等学校の家庭科や公民科の授業で受けた ※

所属企業等で実施する資産形成・ライフプランの

研修等を受けた

小学校のころから道徳や家庭科の授業で受けた

プライベートで資産形成・ライフプラン研修等や通信講座・

セミナー等を受けた

所属企業等で実施（補助）する通信講座・セミナー等

を受けた

大学等で専門的に学習した

その他

金融教育を受けたことがない

無回答

7.0 

12.2 

4.5 

6.5 

3.1 

1.4 

1.9 

66.6 

4.2 

12.8 

11.9 

11.0 

7.6 

3.3 

2.3 

2.3 

59.2 

4.4 

0 25 50 75 100

2022年 (n=1,634)

2024年 (n=1,212)

(％)金融教育を受けた経験の有無（問15）

金融知識の習得意欲（問17）



ポイント⑦－2 金融知識・金融教育の状況（貯蓄目標額の設定状況）
・教育費・結婚資金・自宅取得等・老後資金の貯蓄目的のある人の貯蓄状況で、計
画的に貯蓄している人が約1割。
・金融教育の受講経験の有無で貯蓄状況をみると、受講者の方が、計画的ないしは
定期的に貯蓄している割合が高い。

教育費・結婚資金・自宅等取得増改築・老後の備えの貯蓄目的がある (％)

目標金額を定め、
計画的に貯蓄

目標金額は明確では
ないが、定期的に貯蓄

目標金額は明確で
なく、余裕が出たとき

にその都度貯蓄
無回答

● 凡例

2024年(n=871）

2022年(n=1,178）

9.1

10.9

33.5 

31.9 

48.8

50.2

8.6

7.0

【2024年】 【金融教育を受講した経験有無別】
教育費・結婚資金・自宅等取得増改築・老後の備えの貯蓄目的がある (％)

目標金額を定め、
計画的に貯蓄

目標金額は明確では
ないが、定期的に貯蓄

目標金額は明確で
なく、余裕が出たとき

にその都度貯蓄
無回答

● 凡例

金融教育受講あり(n=365）

金融教育受講なし(n=484）

【2022年】 【金融教育を受講した経験有無別】
教育費・結婚資金・自宅等取得増改築・老後の備えの貯蓄目的がある (％)

目標金額を定め、
計画的に貯蓄

目標金額は明確では
ないが、定期的に貯蓄

目標金額は明確で
なく、余裕が出たとき

にその都度貯蓄
無回答

● 凡例

金融教育受講あり(n=389）

金融教育受講なし(n=760）

12.3

10.4

37.5 

29.7 

45.8

52.9

4.4

7.0

10.4

8.1

38.4 

31.4 

46.3

51.7

4.9

8.9

貯蓄目標額の設定と貯蓄状況（問14-1）

金融教育受講経験ごとの違い（問14-1）



ポイント⑧ 住宅の購入資金
・住居の購入資金は金融機関からの借入金が77.5％。借入金額は2,000千万～3,000
万未満が34.5％と最も多い。
・主な調達金融機関は、民間時金融機関が82.6％で、住宅金融支援機構からは、
20.6％と減少傾向。

【2024年】
世帯主または配偶者が購入した持ち家に居住(n=719)

(％)

調達した 調達していない 無回答

● 凡例

金融機関からの借入金

それ以外の借入金

親族からの援助

77.5 

3.2 

12.9 

15.2 

43.5 

39.4 

7.4 

53.3 

47.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間金融機関
住宅金融支援機構
(旧 住宅金融公庫)

その他 無回答

62.3 

41.1 

3.4 
4.3 

63.9 

39.9 

3.0 3.5 

70.0

31.7

1.9 3.5

73.8 

29.9 

1.3 4.5 

80.3 

24.9 

0.9 
0.5 

82.6

20.6

1.3 1.4

0

25

50

75

100

2013年 (n=682) 2015年 (n=657) 2018年 (n=794)

2020年 (n=669) 2022年 (n=747) 2024年 (n=557)

(％)

住宅購入資金の調達の有無（問18-4） 主に調達した金融機関（問18-5）



ポイント⑨ 世帯主・配偶者の就労状況と就労収入
・世帯主・配偶者の前年の就労収入は、世帯主は、「400～500万円未満」が14.8％、次が
「300～400万円未満」が13.8％。 配偶者は、「100～200万円未満」が27.5％で最多、次が
「～100万円未満」が24.5％。
・今年1年間の世帯年収見込みと1年後の変動について、「上がる」が17.0％、「変わらな
い」が52.1％で、双方とも増加傾向。

【2024年】

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～600万円
未満

～700万円
未満

～800万円
未満

～900万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

2000万円
以上

4.9
8.2 7.8

13.8 14.8 12.7 11.3
7.2 6.4 4.6 5.7

1.8 0.8

24.5
27.5

15.4 12.6
7.2 5.4 3.5 1.7 0.6 0.6 0.7 0.4 -

0

25

50

75

100

世帯主の昨年１年間の就労収入(n=778)

配偶者の昨年１年間の就労収入(n=539)

(％)

(％)

下がる 変わらない 上がる 無回答

● 凡例

2024年(n=1,212)

2022年(n=1,634)

2020年(n=1,653)

2018年(n=2,005)

2015年(n=1,691)

2013年(n=1,734)

22.1

33.7

33.0

32.9

33.9

38.6

52.1 

47.4 

47.3 

46.5 

48.0 

46.8 

17.0

13.4

10.5

15.3

13.1

11.8

8.8

5.5

9.2

5.3

5.0

2.8

世帯主・配偶者の前年1年間の就労収入（問25）
世帯年収、今年1年間の見込みと1年後の変動（問27）



ポイント⑩ 就労継続希望年齢
・就労継続希望年齢は、世帯主及び配偶者とも「65～69歳まで」がいずれも3割越えで最も
多い。2013年からの推移では、『７0歳以上』の回答が増加傾向。
・世帯主及び配偶者の雇用形態の最大値は、世帯主が「正社員・正規職員」65.2％、配偶
者が「パート・アルバイト」45.5％。2013年からの推移では、配偶者の「正社員・正規職
員」が24.9％から、32.5％に上昇。

【2024年】

５０歳未満
５０～５４歳

まで
５５～５９歳

まで
６０～６４歳

まで
６５～６９歳

まで
７０～７４歳

まで
７５～７９歳

まで

８０歳を
超える

年齢まで
無回答

【2022年】

５０歳未満
５０～５４歳

まで
５５～５９歳

まで
６０～６４歳

まで
６５～６９歳

まで
７０～７４歳

まで
７５～７９歳

まで

８０歳を
超える

年齢まで
無回答

0.7 0.7 0.9

15.5

39.0

23.4

8.9 7.5
3.21.2 3.5 2.9

27.1
30.3

14.2

6.0 3.5

11.4

0

25

50

75

100

世帯主(n=1,114) 配偶者(n=753)

(％)

0.2 0.7 1.3

9.1

37.8

24.6

10.6 10.3
5.4

1.9 3.6 2.4

23.8

34.9

17.4

5.5 4.1 6.5

0

25

50

75

100

世帯主(n=838) 配偶者(n=585)

(％)

【2024年】

正社員・
正規職員

嘱託・
契約社員

派遣社員
パート・

アルバイト
自営業

（雇人あり）
自営業

（雇人なし）
自営業の
手伝い

内職 その他 無回答

65.2

7.4
0.8

9.4
5.0

9.4

0.7 0.1 0.8 1.1

32.5

7.0
1.7

45.5

1.7 3.1 4.8
1.2 0.7 1.9

0

25

50

75

100

世帯主(n=838) 配偶者(n=585)

(％)

世帯主・配偶者の就労継続希望年齢（問23-1,）問24-1) 世帯主・配偶者の雇用形態（問23-2,問24-2)



ポイント⑪ 高齢期（65歳以上）の家計の収入等
・高齢期(65歳以上)の1か月あたりの世帯支出額見込みは、「20万円～25万円未満」が24.0%
と最も多い。
・世帯支出を公的年金で賄える度合いは、支出の「70～100％未満」が28.4％が最も多く、
「50～70％未満」が21.5％と次に多い。
・公的年金受給前に必要な貯金額（見込み）は、2,000万円未満の回答が37.3％、2,000万円
以上が42.7％。（無回答20.2％）

１０万円
未満

～１５万円
未満

～２０万円
未満

～２５万円
未満

～３０万円
未満

～３５万円
未満

～４０万円
未満

～４５万円
未満

～５０万円
未満

５０万円
以上

無回答

2.1 6.8 

13.8 

26.0 

15.6 14.0 

2.7 2.7 0.4 2.4 

13.6 

1.5 
7.1 

13.0 

23.1 

14.4 
13.6 

2.8 3.5 
0.5 3.3 

17.4 

1.8
6.7

11.7

24.0

14.2
14.0

2.3 3.0
0.3

3.7

18.1

1.9 

8.2 

14.4 22.7 
15.2 

14.0 

3.0 
3.1 

0.3 3.0 

14.1 

2.1 7.6 

13.7 

24.3 

13.4 

15.4 

3.2 
3.1 

0.4 
3.8 

13.0 

1.2 6.1 
12.6 

24.0 
15.7 

14.7 

3.1 3.6 
0.6 4.1 

14.4 

0

25

50

75

100

2013年 (n=1,734) 2015年 (n=1,691) 2018年 (n=2,005) 2020年 (n=1,653) 2022年 (n=1,634) 2024年 (n=1,212)

(％)

０％
～１０％

未満
～５０％

未満
～７０％

未満
～１００％

程度
１００％

～１２０％
未満

～１５０％
未満

～１７０％
未満

～２００％
未満

２００％
以上

無回答

1.0 0.7 
10.4 

19.3 

31.5 

13.8 

0.8 
4.0 0.7 0.1 0.5 

17.1 

0.5 0.5 

11.0 
20.8 

25.7 

12.0 
1.0 3.8 

0.6 0.1 0.3 

23.7 

0.3 0.6

10.9

18.6
25.0

15.2

0.9

4.5
0.9

0.2 0.2

22.5

0.8 
0.4 

10.1 

19.0 

29.8 

12.7 

1.5 4.0 
0.8 - 0.2 

20.8 

0.6 
0.7 

10.2 

22.6 
30.2 

14.1 

0.9 
5.3 

0.8 - -

14.7 

0.8 0.5 

11.2 

21.5 

28.4 

14.3 

1.2 
4.6 0.8 

0.1 0.4 

16.1 

0

25

50

75

100

2013年 (n=1,734) 2015年 (n=1,691) 2018年 (n=2,005) 2020年 (n=1,653) 2022年 (n=1,634) 2024年 (n=1,212)

(％)

０万円
５００万円

未満
７００万円

未満
1000万円

未満
1500万円

未満
2000万円

未満
2500万円

未満
3000万円

未満
3500万円

未満
5000万円

未満
5000万円

以上
無回答

1.4 
7.4 7.4 

1.8 

17.2 

3.7 

12.6 

1.6 

11.2 

2.3 
8.8 

24.5 

1.1 
6.4 7.0 

2.6 

15.3 

3.2 

11.9 

1.4 

10.3 

2.1 

7.3 

31.5 

1.1
6.7 6.5

1.7

15.7

2.9

12.5

0.9

9.9
2.2

9.8

30.0

1.1 

7.8 
5.6 1.8 

15.1 

4.4 

16.9 

1.6 

10.0 
3.7 7.0 

25.0 

1.5 

7.8 

7.3 
1.5 

17.0 

3.3 

19.8 

1.6 

10.0 

3.8 

6.7 

19.6 

1.5 

8.5 
6.6 

1.8 

15.1 

3.8 

16.6 

1.6 

10.5 
4.4 

9.7 

20.0 

0

25

50

75

100

2013年 (n=1,734) 2015年 (n=1,691) 2018年 (n=2,005) 2020年 (n=1,653) 2022年 (n=1,634) 2024年 (n=1,212)

(％)

高齢期の一ヶ月当たりの世帯支出額見込み（問31）

公的年金で賄える高齢期の家計支出割合（問35）

公的年金受給前に必要な貯蓄額（問36）



（参考） 調査データの貸出
・学術目的で利用する大学又は研究機関等に所属する研究者（生活
経済学会の正会員の方を含む。）を対象にアンケート調査の個票
データを貸出中。

 ①貸出方法
所定の書類（「DBデータ利用申請書」）に必要事項を記入し、③の財団あ

て送信

②貸出期間
原則、最大12か月

③申請書送付先
・当財団 研究部（yuchogrants@yu-cho-f.jp）あてメールで送信
※貸出の詳細については、当財団HP（https://www.yu-cho-f.jp/）をご覧く
ださい。

https://www.yu-cho-f.jp/
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